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※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 

タイ証券取引所が資本市場開発基金から受け取った補助金に対する法

人税の免除 

2021 年 6 月 22 日、タイ内閣は、証券取引法に基づく資本市場開発基金

からタイ証券取引所が受け取る補助金について、法人税を免除する勅

令案を承認しました。法人税の免除は、2021 年 1 月 1 日以降に受け取

った所得に対して行われます。この法令が発効するには官報に掲載さ

れる必要があります。 
 
公正教育基金への寄附に関する優遇措置 

2021 年 6 月 29 日、タイ内閣は、2021 年 1 月 1 日から 2023 年 12 月 31

日まで、電子寄附（e-Donation）システムを利用して公正教育基金

（Equitable Education Fund：以下「EEF」）に行った寄附（現金又は財

産）について、個人又は法人の所得税を追加で控除する勅令案を承認

しました。主要な条件は次のとおりです。 

• 個人の場合、EEF への寄附額の 200％の控除（二重控除）が認めら

れます。ただし、教育省が承認したプロジェクトの支援目的で行

った寄附金と合わせる場合は、控除対象となる寄附金の合計額
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は、個人の純課税所得（すなわち、課税所得から控除等を差し引

いた額）の 10％を超えてはなりません。 

• 企業やパートナーシップの場合、EEF への寄附金を二重に控除す

ることができます。ただし、教育省が承認したプロジェクトを支

援するために行った寄附金と合わせて、損金算入可能な寄附金の

合計額は、公共の慈善事業の支援目的で行った寄附金や、歳入法

第 65 条 bis(3)(b)に基づく公益、教育、スポーツの支援目的で行っ

た寄附金を控除する前の企業の純課税所得の 10％を超えない金額

です。 

 

この勅令が有効になるためには、官報に掲載されなければなりませ

ん。 
 
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の寄附に対する優遇措置 

2020 年 6 月 29 日、タイ内閣は、COVID-19 対策を支援するために首相官

邸への電子寄附（e-Donation）システムを通じて行われた寄附につい

て、個人又は法人の所得税を控除する勅令案を承認しました。また、

このような寄附に対しては VAT（付加価値税）が免除されますが、これ

は物品の寄附を行うVAT事業者にのみ適用されます。この優遇措置は、

2021 年 3 月 6 日から 2022 年 3 月 5 日までに行われる寄附に適用されま

す。優遇措置の主な条件を以下にまとめました。 

• 個人の場合、寄附した現金の 100％を控除することができます

が、控除額の合計は個人の純課税所得（課税所得から控除等を差

し引いたもの）の 10％を超えることはできません。 

• 企業やパートナーシップの場合、寄附された現金又は物品の価値

の 100％が控除されます。ただし、公共の慈善事業支援目的の寄

附金と公益を支援目的の寄附金を合わせて、控除対象となる寄附

金の総額は、企業の純課税所得の 2％を超えてはなりません。 

 

この勅令が有効になるためには、官報に掲載されなければなりませ

ん。 

 
歳入法第 37 条の３に憲法に抵触（ 第 8/2564 号） 

2021 年 6 月 2 日、タイ憲法裁判所は多数意見により、歳入法第 37 条の

3 が憲法に抵触すると判断しました。 

第 37 条の 3 は以下のように規定しています。「第 37 条、第 37 条の 2、

又は第 90 条の 4 に基づく違反で、違反者が納税義務者又は納税送金義

務者であり、当該違反に以下の性質がある場合です。 

1. 脱税や詐欺に関するもので、各税務年度当たり 1,000 万バーツ以

上、又は虚偽の陳述や詐欺行為などによる税金の還付に関するも

ので、各税務年度当たり 200 万バーツ以上の違反 



2. 脱税や税金詐欺のために虚偽の取引を行ったり、課税所得や収入

を隠したりする組織的なネットワークの形で行われる犯罪に関す

る違反 
3. 実行された犯罪に関連する資産を隠蔽し、その資産の追求の妨害

に関する違反 

このような違反は、マネーロンダリング防止法の前提犯罪とみなさ

れ、（税務前提犯罪委員会の承認に基づいて行動する）歳入局長がマ

ネーロンダリング防止局に当該事案を提出した時点で、マネーロンダ

リング防止法に基づく手続が適用されます。 

憲法裁判所は、歳入法第37条の3は不合理に負担を課し不合理に人の権

利や自由を制限するものであり法の支配に反するため、第37条1項及び

2項は憲法第26条に抵触すると判断しました。したがって、歳入局は、

マネーロンダリング防止法に基づくいて法的措置を納税者に対して取

る権限を有さないことになります。 
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